
医政総発０３３０第４号 
医政指発０３３０第４号 
平成２４年３月３０日 

 
 
 
各都道府県衛生主管部(局)長 殿 
 
 

厚生労働省医政局総務課長 
 
 

                     厚生労働省医政局指導課長 
 
 

医療法人の役員と営利法人の役職員の兼務について 
 
 
平成２３年４月８日に閣議決定された「規制・制度改革に係る方針」で「医療法人の再生

支援・合併における諸規制の見直し」として、本年度中に医療法人と他の法人の役職員を兼

務して問題ないと考えられる範囲の明確化を図ることとされたところであり、今般、この趣

旨を踏まえて既往の通知を改正し、本日から適用することとしたので、御了知の上、さらに

適正な運用に努められたい。 
なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に

基づく技術的な助言であることを申し添える。 
 

記 
 
既往通知の改正内容 

１ 「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について」（平成５年総第５号・指第９

号厚生省健康政策局総務・指導課長連名通知）の一部を別添１の新旧対照表のとおり改

正する。 
 
２ 「２以上の都道府県の区域において病院等を開設する医療法人の設立認可申請等につ

いて」（平成１９年医政指発第０３３０００５号厚生労働省医政局指導課長通知）の添付

書類様式例の一部を別添２の新旧対照表のとおり改正する。 



 
医政総発０３３０第５号 
医政指発０３３０第５号 
平成２４年３月３０日 

 
 
 
各 地 方 厚 生 （ 支 ） 局 長  殿 
 
 

厚生労働省医政局総務課長 
（公  印  省  略）       

 
                     厚生労働省医政局指導課長 

（公  印  省  略）       
 

医療法人の役員と営利法人の役職員の兼務について 
 
 
平成２３年４月８日に閣議決定された「規制・制度改革に係る方針」で「医療法人の再生

支援・合併における諸規制の見直し」として、本年度中に医療法人と他の法人の役職員を兼

務して問題ないと考えられる範囲の明確化を図ることとされたところであり、今般、この趣

旨を踏まえて既往の通知を改正し、本日から適用することとしたので、御了知の上、さらに

適正な運用に努められたい。 
 

記 
 
既往通知の改正内容 

１ 「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について」（平成５年総第５号・指第９

号厚生省健康政策局総務・指導課長連名通知）の一部を別添１の新旧対照表のとおり改

正する。 
 
２ 「２以上の都道府県の区域において病院等を開設する医療法人の設立認可申請等につ

いて」（平成１９年医政指発第０３３０００５号厚生労働省医政局指導課長通知）の添付

書類様式例の一部を別添２の新旧対照表のとおり改正する。 
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別添１ 

○医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について（平成５年総第５号・指第９号） 

新 旧 

本文 （略） 

第１ 開設許可の審査に当たっての確認事項 

（略） 

１ 医療機関の開設者に関する確認事項 

(1) （略） 

(2) 開設・経営の責任主体とは次の内容を包括的に具備するものであ

ること。 

①～② （略） 

③ 開設者である個人及び当該医療機関の管理者については、原則と

して当該医療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職

員を兼務していないこと。 

  ただし、次の場合であって、かつ医療機関の非営利性に影響を与

えることがないものであるときは、例外として取り扱うことができ

ることとする。また、営利法人等との取引額が少額である場合も同

様とする。 

・ 営利法人等から医療機関が必要とする土地又は建物を賃借する

商取引がある場合であって、営利法人等の規模が小さいことによ

り役職員を第三者に変更することが直ちには困難であること、契

約の内容が妥当であると認められることのいずれも満たす場合 

④ 開設者である法人の役員については、原則として当該医療機関の

開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務していない

こと。 

本文 （略） 

第１ 開設許可の審査に当たっての確認事項 

（略） 

１ 医療機関の開設者に関する確認事項 

(1) （略） 

(2) 開設・経営の責任主体とは次の内容を包括的に具備するものであ

ること。 

①～② （略） 

③ 開設者である個人及び当該医療機関の管理者については、当該医

療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員と兼務し

ている場合は、医療機関の開設・経営に影響を与えることがないも

のであること。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 開設者である法人の役員が、当該医療機関の開設・経営上利害関

係にある営利法人等の役職員と兼務している場合は、医療機関の開

設・経営に影響を与えることがないものであること。 
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  ただし、次の場合（開設者である法人の役員（監事を除く。）の

過半数を超える場合を除く。）であって、かつ医療機関の非営利性

に影響を与えることがないものであるときは、例外として取り扱う

ことができることとする。また、営利法人等との取引額が少額であ

る場合も同様とする。 

ア 営利法人等から物品の購入若しくは賃貸又は役務の提供の商

取引がある場合であって、開設者である法人の代表者でないこ

と、営利法人等の規模が小さいことにより役職員を第三者に変更

することが直ちには困難であること、契約の内容が妥当であると

認められることのいずれも満たす場合 

イ 営利法人等から法人が必要とする土地又は建物を賃借する商

取引がある場合であって、営利法人等の規模が小さいことにより

役職員を第三者に変更することが直ちには困難であること、契約

の内容が妥当であると認められることのいずれも満たす場合 

ウ 株式会社企業再生支援機構法又は株式会社東日本大震災事業

者再生支援機構法に基づき支援を受ける場合であって、両機構

等から事業の再生に関する専門家の派遣を受ける場合（ただし、

開設者である法人の代表者とならないこと。） 

⑤～⑥ （略） 

(3) 開設・経営に関する資金計画については、次の内容を審査するこ

と。 

なお、資金計画は、医療法施行規則第１条の１４第１項第５号の

「維持の方法」を確認するものであり、「開設後２年間の収支見込」

等の資料とする。 

また、医師が病院を開設する場合においても同資料の提出を求める

ことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ⑤～⑥ （略） 

(3) 開設・経営に関する資金計画については、次の内容を審査するこ

と。 

なお、資金計画は、医療法施行規則第１条第１項第５号の「維持の

方法」を確認するものであり、「開設後２年間の収支見込」等の資料

とする。 

また、医師が病院を開設する場合においても同資料の提出を求める

ことが望ましい。 
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なお、開設者が医療法人の場合にあっては、同規則第３１条第７号

をもって代替することができるものであること。 

 ①～⑤ （略） 

(4)～(5) （略） 

２ （略） 

第二 （略） 

なお、開設者が医療法人の場合にあっては、同規則第３１条第７号

をもって代替することができるものであること。 

 ①～⑤ （略） 

(4)～(5) （略） 

２ （略） 

第二 （略） 
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別添２ 

○２以上の都道府県の区域において病院等を開設する医療法人の設立認可申請等について（平成１９年医政指発第０３３０００５号） 

新 旧 

様式７ 

本文（略） 

 

［添付書類］ 

１．新たに就任した役員の就任承諾書 

２．新たに就任した役員の履歴書 

３．新たに就任した役員が開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職

員を兼務する場合は、当該営利法人との取引内容が確認できる書類（契

約書等） 

 

様式８～様式２２ （略） 

様式例１～様式例１０－３ （略） 

 

様式例１１ 

 

職  歴 

（注）できるだけ詳細に記入し、開設・経営上利害関係にある営利法人等

の役職員を兼務する場合は、その法人名及び役職についても記入する

こと。 

 

賞  罰（ない場合はなしと記入すること） 

 

様式７ 

本文（略） 

 

［添付書類］ 

１．新たに就任した役員の就任承諾書 

２．新たに就任した役員の履歴書 

 

 

 

 

様式８～様式２２ （略） 

様式例１～様式例１０－３ （略） 

 

様式例１１ 

 

職  歴（できるだけ詳細に） 

 

 

 

 

賞  罰（ない場合はなしと記入すること） 
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以上のとおり相違なく、医療法人の役員としての欠格事項には該当しませ

ん。 

 

平成  年  月  日 

氏 名          印 

 

（添付書類） 

 １．印鑑登録証明書 

 ２．理事長就任予定者については、医師（歯科医師）免許の写し 

３．開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務する場合は、

兼務する営利法人等の規模が確認できる書類（役員名簿等） 

 

 

以上のとおり相違ありません。 

 

 

平成  年  月  日 

氏 名          印 

 

（添付書類） 

 １．印鑑登録証明書 

２．理事長就任予定者については、医師（歯科医師）免許の写し 
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